概要
背景
ニシコククジラの生息状況
ニシコククジラは現在、個体数がわずか約100頭にすぎず、存続の危機に瀕している。商業捕鯨によって個体数が非常に減少したため、20世紀半ばには絶滅したと考えられていた。この種は、IUCN（国際自然保護連合）によって「絶滅危惧IA類」として指定されており、国際捕鯨委員会（IWC）及び第３回世界自然保護会議でも絶滅が懸念されてきた。わずかに生き残っている個体群（そのうち繁殖可能なメスは23頭に限られる可能性がある）は、その全生息域においていくつかの危険に直面している。特に残念なことに、その個体群にとって唯一既知の採餌場がサハリン島北東海岸に沿って位置しているが、当該地域での既存及び計画中の大規模な海上石油ガス開発活動が、それらの個体群に破滅的な脅威をもたらす可能性がある。影響要因としては、衝突による直接的な殺傷のほか、物理的撹乱によるこの重要生息地の劣化、クジラ自身及びその餌生物の油汚染、ならびに騒音の発生が原因となって生じる繁殖成功率及び生存率の低下の可能性が含まれる。沿岸部及び沖合の採餌場付近において進められている２件の主要な開発プロジェクトであるサハリンⅠ及びサハリンⅡの活動は、この種の保護にとって重大な懸念事項となっている。

委員会設立の経緯及び委託事項

サハリンエナジー社（SEIC）がロシア連邦及びサハリン州との生産分与協定のもとで進めている総合的な石油ガス開発プロジェクトである、サハリンⅡフェーズ２プロジェクトにおけるニシコククジラ保護対策の科学的側面を評価する目的で、IUCNの支援を受け、独立科学評価委員会（以後、「委員会」と呼ぶ）が設立された。サハリンⅡフェーズ１プロジェクトでは既に６年間に渡って、無氷状態の約６ヶ月間のみ石油を生産してきた。フェーズ２は、石油とガスの年間を通じた生産の実現を目的とするもので、2007年11月に生産を開始する予定である。これにより、プロジェクトの経済的な生産性が大いに向上するものと見込まれる。フェーズ２においては、２つの新たな海上プラットフォーム、海底及び陸上のパイプライン、陸上処理施設及び輸出用施設の建設が予定されている。

委員会における評価の委託事項は、IUCNが、SEIC、融資を検討している金融機関及びその他の利害関係者との協議の上で検討し、決定した。基本的な課題は、この絶滅に瀕したコククジラ個体群の存続及び回復をこれ以上脅かすことなく石油ガス開発を進めることができるように、サハリンⅡフェーズ２に関連するリスクが実効的な方法で管理されているか、また今後管理されることになるかどうかということである。委員会は中でも操業時のニシコククジラ及び「生物多様性に関連する主要素（委員会はクジラの生命維持に必要な底生生物のことであると解釈した）」に対する影響を最小化するために、SEICが計画している緩和措置の案を審査、検討することを特に要求された。委員会は、サハリンⅡフェーズ２に焦点を当てる一方で、サハリンⅡプロジェクト全体、他の石油ガスプロジェクト（特にサハリンⅠ）ならびに当該地域及びニシコククジラの全生息域におけるその他の人間活動がもたらす累積影響を検討しなければならなかった。委員会は所定の結論を作成するのではなく、むしろ、各問題点について証拠に基づく分析及び選択肢を提供するよう要求された。

委員会の行程及び作成文書
委員会は４回会議を開催した。2004年9月6～8日にはカナダのトロントで、2004年10月2～7日にはロシア連邦サハリン島のユジノサハリンスクで、2004年11月6～8日にはアメリカ、カリフォルニア州のサウサリートで、また2005年1月27～31日にはアメリカのワシントン州のシアトルで会議が開催された。委員会は、膨大な文書（最も顕著なのは比較環境アセスメント、すなわちCEA）を受領して審査を行った。またSEICとIUCNの両者から少なからぬ支援を受けた。SEICが、ニシコククジラの調査、サハリンⅡに関連するリスクの評価、ならびにニシコククジラに対するプロジェクトのリスク低減手段の開発に対して非常に多くの資金を投入してきたことは明らかである。

総合的結論
委員会の報告書では、石油ガス開発が進められる場合のリスク、影響緩和対策の選択肢、及びモニタリングの必要性について詳細に検討している。SEICがかなりの量の文書を提出したにもかかわらず、重大な情報のギャップがあったため、リスク評価における様々な側面ならびに提案された緩和対策の有効性をめぐってかなりの不確実性が残された。これらのギャップは、クジラとその餌資源ならびに生息地に関する重要な科学的情報ばかりでなく、SEICの意思決定プロセスにも関連していた。SEICは、リスクが「合理的に可能な限り低い」（ALARP）レベルまで低減されるべきであるとする従来からのリスク低減基準を適用してきた。委員会は、それが正に何を意味するのか、また考慮すべき様々な事項（たとえば費用効果、保護）がどのように検討され、意思決定においてどのように重視されているかについて、判断を下せないことがしばしばあった。提案されているPA-Bプラットフォームの位置のように、重要な決定に対するSEICのALARP基準適用について具体性が欠如していたため、委員会はフェーズ２に関連するいくつかのリスクと緩和戦略を合理的かつ厳格に評価することが事実上不可能となった。
コククジラに対する累積影響の評価

最終的にニシコククジラの運命は、クジラ自身及びその生命を維持するために必要な餌生物の両方における、複数の人為的及び自然的要因に起因する累積的影響を処理できる能力によって左右される。個体群の状況が不確実かつ不安定であり、直接的な実験が全く不可能となっているため、累積影響とリスクを評価する唯一の方法は、影響要因と起こりうる影響について様々な仮定を想定した個体群モデリングによるものとなる。委員会によって実施された限定的なモデリングの結果は、とりわけ次のことを示していた。

· 仮に、現在直面しているリスク以外に個体群にとってのリスクが生じないとしても、個体数が回復しないリスクが若干存在する。

· 委員会によって想定された様々な影響シナリオのもとでは、このリスクが増加、場合によっては最悪のシナリオでなくとも大幅に増加する。

· 持続的な影響は、より規模の大きい急性（短期）の影響以上に深刻である。

· 原因にかかわらず、クジラの死亡数が増えることは、個体群にとって最も深刻な結果をもたらす。最も重要なのは、（近年の死亡率に加えて）年に１頭のメスが追加的に失われるだけで、個体群絶滅の確率が十分に高まるということである。

· 短期的に検知できないほど小さな影響（繁殖成功率の10％低下と、３年ごとに１頭のメスが追加的に失われることの組み合わせなど）も、それが持続すれば個体群の回復を妨げる可能性がある。
このモデリングから学ぶべき最も重要な教訓は、個体群にとっての潜在リスクの予測と回避が必須だということである。特定の活動もしくは一連の活動が個体群レベルに影響を与えていることについて最終的な科学的証拠が得られるのを待つというやり方は、この個体群の保護を確実に行うための適切なアプローチではない。影響が生じないことが証明されるまでの間は、影響が生じるという仮定に基づき、リスクの回避または緩和のための措置をとる必要がある。影響の可能性範囲がよりよく定量化され、例えばここで利用されているような個体群統計学モデルにより、高い確率で個体群が維持可能な範囲内におさまることが明示されない限り、開発による影響のもとで個体群の存続を保証することはできない。

このような状況のもとでは、写真による個体識別データの収集、新しく確認された個体の生体組織検査、及び個体群モデルの改善・更新を継続することによる個体群の年次モニタリングが不可欠である。１年分のデータが欠けるだけでも、重要な個体群の生息条件に対する我々の理解や、個体群に対する累積影響を評価し、検知し、予測しようとする我々の試みが制約を受けることになる。

助言
フェーズ２建設が完了して完全な操業が開始されると、コククジラにとってのある種のリスク、特に遠隔地の市場向けに輸送するために石油をPA-Aプラットフォームからタンカーへと移送する現在の手順に関連するリスクが、かなり減少することになる。しかしながら、その他のいくつかのリスクはフェーズ２の建設活動が進むにつれて増加することになり、その中にはプロジェクトの活動期間中ずっと継続するものもある。

特定されたリスクがもたらしうる影響に加え、それらのリスクに伴う不確実性や提案されている影響緩和対策の有効性の疑わしさを考えると、最も予防的なアプローチは、サハリン沖のコククジラの採餌場付近、特に、クジラの母子によって優先的に利用されている重要な沿岸部の採餌場における現在の事業活動を一時中止し、更なる石油・ガス資源の開発を遅らせることであると考えられる。これにより、大いに必要とされているリスク評価の改善、また影響緩和対策のモニタリング及び検証のための適切で独立したメカニズムの開発推進が可能になる。

何らかの理由のためにこれが可能とみなされない場合は、ニシコククジラ（特に沿岸部の採餌場を利用している子を連れたメス）とその採餌場（６月から11月に利用される）に関するリスク管理を慎重に行う必要がある。さらに、モニタリングの結果に応じてモニタリング手順を修正する必要が生じるかもしれないという了解のもとで、リスク管理に関して規定した事項がコククジラに与える影響を評価するために、大々的なモニタリングを行う努力が必要とされるだろう。

SEICは、PA-AとPA-Bプラットフォームから海岸まで石油及びガスを輸送するために計画されているパイプラインの３つの代替ルートについて、総括的で定量的な比較を示さなかった。「基本ケース」のルートは、主要なコククジラの採餌場の南端付近を横断し、またピルトゥン湾の開口部に近接していることから、特にリスクが高くなる。２つの代替案はさらに南側を通過することで、この問題を回避している。これら３つのルート案はいずれもフェーズ１におけるFSO/タンカーベースの輸送システムに関連する重大なリスクを排除するが、それぞれいくつもの固有のリスクを有している。委員会はパイプラインに関するリスクを（1）建設期間中の騒音とコククジラの撹乱、（2）建設期間中の船舶との衝突、（3）建設期間中の底生生物生息地に対する物理的損傷、（4）コククジラとその餌生物、または生態学的に重要な生息地（ピルトゥン湾など）が油流出やガスの放出にさらされる危険性の４つに特定した。代替ルート１は、最初の３つのリスクに関しては最も安全であるように思われる。４つ目のリスクに関しても、油流出及びガスの放出が生じる場合は、ピルトゥン湾沿岸の採餌場及びピルトゥン湾からより離れたところで発生する可能性が高いという意味で有利である。この代替ルートの東西方向に延びている部分で油流出事故が発生した場合、（1）ピルトゥン湾及び採餌場に到達するまでの時間が長くなるため、時間をかけて有効な対策をとることが可能であり、（2）これらの地域まで到達した際には拡散が進んでいるので、沿岸の脆弱な生息地に大量の油が漂着する可能性が低く、（3）大部分の揮発性成分が失われているため、クジラ及びその餌生物に対する毒性が減少していると考えられる。代替ルート１における唯一の、明らかな欠点は、パイプラインの全長がより長くなるため、漏洩や破裂の確率が幾分高まるということに限られる。

下記の要約のとおり、委員会は報告書において、コククジラに対する個々の影響要因、提案された影響緩和対策及びモニタリングについて詳細に論じている。

個々の影響要因及び提案された緩和措置に対する評価

騒音
SEICは石油ガスの採掘活動を行っている場所付近にあるコククジラの生息地における騒音場をモデル化するという試みに、かなりの額の資金を投資してきた。しかしながら、委員会は、その試みはまだ成功しておらず、どの程度の騒音がニシコククジラに有意な影響を与えるかを決定するにあたっては、（1）コククジラが実際に体験する音場、これはクジラの動き、音源の特徴、浅い沿岸域における音響伝播による影響を受ける、（2）コククジラの聴力及び様々な音場に対するコククジラの行動的反応と生理的反応という２つの大きな不確実性が依然として問題を複雑にしていると考えている。従って、ニシコククジラに対する工業騒音の影響を評価し、管理するための信頼できる予測ツールとして利用可能な状態ではない。

プロジェクトの建設期間中は騒音レベルが最も大きくなり、かつ最も持続的になる。進行中及び計画中の開発活動（サハリンⅠとサハリンⅡの両方を含む）とサハリン沖のコククジラによって利用されている採餌場とは、空間的・時間的にほぼ完全に重複しているため、不確定要素があるものの、サハリンⅡフェーズ２に関連する騒音から生じる潜在的で重大な影響を深刻に受け止めなければならないと委員会は結論づけている。SEICの文書は不確実性に対して楽観的に対応するという誤りを犯しており、提案した影響緩和対策に具体性が欠如している。開発活動とクジラを空間的、時間的に切り離すためのあらゆる努力が行われなければならない。クジラの行動及び生息域の使用状況を測定された騒音レベル（もしくは騒音が存在しなかったこと）及びその他の特徴と合わせてリアルタイムでモニタリングするとともに、クジラが高いレベルの騒音に暴露されることを防ぐために建設活動中止に関する厳格な基準を作成し、それに従う必要がある。特に視界が悪い状態では、船上の観察者による観測に限界があるということも認識しなければならない。

衝突／船舶衝突
船舶との衝突によりクジラが死亡する可能性があり、実際にそのような事故による死亡が生じている。仮にそのような事故の発生がまれであっても、様々な要因により１年に１頭のメスが死亡するだけで群れの絶滅の可能性が高まるということがモデリングの結果から分かっている。数量化できないとはいえ、計画されているPA-Bプラットフォーム及びプラットフォームから海岸に向かうパイプラインの建設（さらにサハリンⅠの建設と操業も含む）に関連して交通量と船舶活動が増大するという単純な理由により、サハリンⅡフェーズ１からフェーズ２への移行に伴い船舶衝突がそのような死を引き起こす確率が高まる。建設が終了し、FSO／タンカーベースの輸送システムからパイプラインに変更されると、沿岸の採餌場付近における交通量は減少するはずであるが、２つのサハリンⅡプラットフォームのために一定量の補給船の航行が長期間にわたり必要となる。加えて、アニワ湾のプリゴロドノエに新しく建設されるターミナルから石油及び液化天然ガスのタンカーによる輸送が開始されると、サハリン島の南端を移動するコククジラと船舶の衝突のリスクも確実に増すと予測される。

SEICはピルトゥン地域での船舶との衝突を防止するためのいくつかの影響緩和対策について記述している。対策には、採餌場周辺の水域の閉鎖、速度の制限もしくはガイドライン、クジラを発見し必要に応じて速度及び航路を変更するための船上からの観察者、夜間もしくは悪天候時の船舶活動の部分的制限などが含まれる。委員会はSEICが衝突の危険性を認識し、影響緩和対策を規定したことに期待を感じている。しかしながら、これらの対策の実施及び遵守に関して必要な具体的事項が記載されていないため、委員会はこれら対策の有効性を判断することができない。

クジラが生息する海域における船舶の慎重な航行は不可欠であるが、衝突はクジラの存在が確認される前に発生することが多いため、それだけでは十分でない可能性が高い。船上からの観察プログラムのみに依存するのは不適当である。観察者が経験豊富で注意深いと仮定しても、天候及び海面状態の悪化、太陽光の減弱などによりクジラを発見する能力は低下する。クジラと船舶との空間的隔離が確保される可能性を高める対策（進入禁止地帯や専用航路の利用など）が、船舶衝突のリスクを低減する最も効果的な方法であることは明白である。太平洋東部沿岸に生息するコククジラなど、他のクジラ類と船舶との衝突について公表されている証拠から考慮すれば、速度を指定されたレベルまで落とすよう強制すること（加えて夜間や視界が悪い場合にはさらに低い速度を指定すること）も、賢明な措置といえる。

油への暴露
コククジラに対する油の潜在的な影響については、直接暴露による影響であれ餌生物への被害を通じた影響であれ、あまり明らかになっていない。他の海生哺乳類に対する直接的な影響の観察結果及びこれまでに蓄積されている底生無脊椎動物に対する影響に関する情報から考慮すると、深刻な懸念が存在する。サハリン沖の海洋環境で油流出事故が発生した場合のコククジラに対する影響の程度は、油が流出した位置、時期、流出規模、潮流の状態、底生生物の回復能力などによって、小規模なものから壊滅的なものまで様々となる可能性がある。入手可能な全ての情報は、ニシコククジラが餌を底生生物群にほぼ完全に依存していることを示している。

委員会は、フェーズ１からフェーズ２への移行によって、サハリンⅡからの油流出リスクが相当に減少するであろうと認識している。しかしながら、プロジェクトの寿命全体で考えると、フェーズ２期間中における油流出のリスクは注目に値する。例えば、CEAの中で提出されたデータによると、40年というプロジェクト期間全体において、いずれかのプラットフォームで少なくとも１回の暴噴が生じる確率は約３％であり、パイプラインから少なくとも１回の漏出が生じる確率は24％もの高さになる可能性がある。

流出軌道モデル（CEA中に示されている）は、プラットフォームにおける暴噴や冬季の油流出（海氷の下）といった最悪ケースのシナリオを想定しなかったにもかかわらず、サハリン沖にある２ヶ所のコククジラの採餌場海域に高いレベルのリスクが存在することを明らかにした。ピルトゥン湾内及びその周辺における油の流出も、メスのコククジラが子クジラへの授乳及び離乳を行っているピルトゥン湾沿岸の採餌場を維持している生態学的プロセスを変えてしまう恐れがあるため、重大な懸案事項である。この懸念は、サハリンⅠとサハリンⅡの両方に当てはまる。サハリンⅠには、ピルトゥン湾自体を横断するパイプラインの計画も含まれている。

このような懸念を踏まえ、委員会は油流出の防止が鍵となると考えている。油流出に対する迅速な対応能力は重要であるが、大規模な流出が起こりやすい条件（厳しい海洋条件、荒天、冬季の氷など）があり、さらにプラットフォーム及びパイプラインと、計画されている油流出対応センターとの距離が離れているため、大規模な流出が生じた場合の対応における総体的な有効性は限定される。

防止対策及び影響緩和対策に関するSEICの文書の内容は広範に及んでいるが、具体性が欠けているため委員会による評価は困難である。同様に、このような状況では、これまでに行われたいくつかの決定事項（PA-Bプラットフォームの位置など）についても評価が困難であった。コククジラ保護の観点から見ると、採餌場に対するプラットフォーム関連のリスクを低減するために、プラットフォームを現在の位置からより遠くに移動させるなど、あらゆる合理的な手段をとるべきであることは明白である。情報ギャップの存在にもかかわらず、委員会は、油流出リスクをさらに低減するためにいくつかの一般的な提案とコメント（たとえば、少量の漏れ検出、請負業者に対する規定、油流出対応計画、プラットフォーム及びパイプラインの位置、ダブルハルタンカーの利用、パイプラインが設置されるまでPA-Aプラットフォームにおける油生産を一時停止することなどに関するもの）を示した。

物理的撹乱
すでに記したとおり、ニシコククジラは、年間の所要エネルギーを底生無脊椎動物に完全に依存していると考えられる。そのため、サハリン島の東海岸沖の採餌場をそのまま生産性の高い状態で残すことが必要不可欠である。海底の物理的撹乱は、海上石油ガス開発の一環として避けることができないことから、サハリンⅡフェーズ２プロジェクトにおけるこの側面は綿密に再調査すべきである。委員会は、この問題に対してSEICが行った検討が十分に行われていないことに失望を感じた。

流出油により深刻な影響が生じる可能性とは別に、底生生物群集は物理的な除去（たとえば、砂質で平坦な海底がコンクリート製のプラットフォームになること）、浚渫土砂やその他の堆積物による窒息、または沿岸の流況パターン及び流れの変化によっても混乱し、変化する可能性がある。このような状況のもとで、ピルトゥン湾とピルトゥン湾沿岸の採餌場海域との間の水交換メカニズムの混乱は特に重大な懸念事項となっている。例えばプラットフォームやパイプラインなどの位置の決定は、これらの影響を緩和するための最も確実な手段である。そのため、PA-Bプラットフォームをどこに設置するか、またどのパイプラインのルートを採用するかの決定に当たっては、ピルトゥン湾沿岸の採餌場水域を生み出す生物学的及び生態学的プロセスに特に注意を払いながら、コククジラが依存している底生生物群集の健全性と生産性に関連したリスクについて注意深く詳細な調査を行うことが適切であったと考えられる。しかしながら、この作業は行われなかった。それどころか、開発活動によりコククジラの採餌場が被害を受けるリスクは、重要ではないとして片付けられた。

情報ギャップ及び必要とされるモニタリング
1995年以来行われているニシコククジラ個体群に関する科学的な調査は、個体群における存在量及び構成（年齢／性別の構成）、繁殖、生存、状態、採餌パターン、採餌場での行動などに関する大量の情報をもたらしてきた。入手可能な情報は、サハリンの生息地におけるこれらの生物の生物学的特性と石油ガス開発に対する潜在的な脆弱性について理解するための、予備的ながら強力な基礎を提供している。しかしながら、個体群とその生息地についての年次モニタリングや、サハリンⅡフェーズ２の潜在的影響に向けての研究を通して学ぶべき事項がまだ多く残されている。

騒音、衝突、石油・ガス流出、生息地破壊の潜在的な影響に関連して、危険因子及び従属変数（クジラ、餌生物、生息地の反応など）の両方の特性を明らかにするための研究及びモニタリングが必要とされている。潜在的影響とその検知に関して不確実性があるため、個体数の回復に対して重大な影響をもたらす個体群統計学上の変化を高い確率で検知できるよう、モニタリング及び調査活動には慎重かつ厳格な計画策定が必要とされる。委員会による評価では、年次モニタリングを必要とする分野や状況に依存する分野（たとえば油流出の場合）を含め、将来の研究対象とすべき以下のような一般的な分野が特定された。

· 存在量、傾向、生存率、繁殖率、年齢（サイズ）／性別の構造を含む、重要な個体群パラメータの年次モニタリングを途切れなく継続すること。結果として得られる時系列データを分析することで、個体群内部の問題点について早期の警戒が可能になると考えられる。

· コククジラの採餌場及び生息地の利用パターンの年次モニタリング。結果として得られる時系列データから、ある種の開発活動と相関関係にある生息地の変化が特定できる可能性がある。

· 海中の騒音レベルが著しく上昇する期間（建設期間及び地震探査の実施期間など）のクジラの行動学的反応及び（もし可能であれば）生理学的反応のリアルタイムモニタリング。

· 船のサイズ、位置、速度、日光、その他の関連パラメータに基づき、船舶航行の調整が必要かどうかを決定するための、クジラ／船舶の遭遇（衝突、ニアミス、安全回避を含む）の記録及びモニタリング。

· コククジラの座礁（及び浮遊する死体）の発見を目的とした、霧氷期間中のサハリン東海岸沿いにおける定期的な調査及びコククジラの死体を発見した場合の徹底した死因調査。

· サハリンⅡプロジェクトエリア、ピルトゥン湾沿岸及び沖合の採餌場、ピルトゥン湾付近の海洋力学（海流、潮汐、風）の調査。とりわけこれらの情報は、油流出時における動態のよりよいモデリング及び油流出対応戦略の改善を可能にする。

· ピルトゥン湾及び沿岸の採餌場水域における生態学的特性及びピルトゥン湾と沿岸の採餌場水域との関連性についての調査。とりわけこれらの調査は、コククジラとその餌生物にとって予想されるリスクを評価するためのより確実な基礎を提供し、パイプライン及びその他の設備や活動の場所を決定するためのよりよい情報をもたらす。

· コククジラの餌となる生物群集の生物量、分布及び生態学的特性ならびにそれらに対する油の影響についての調査。

· １件または複数件の油流出事故が発生した場合の（1）クジラとその餌生物に対する油及びガスのあらゆる直接的な急性影響、及び（2）流出した油が長期間残留した場合の慢性的暴露による影響についての調査。

· 漏出や流出の恐れ（及び実際の漏出・流出）に曝される生息地における汚染物質濃度の定期的なモニタリング。

ニシコククジラとその生息地を保護するための総合的戦略の必要性
委員会の評価は、サハリン島周辺で行われているいくつかの主要な石油ガス開発活動の中の１つのみに焦点を当てている。さらに重要なことに、ニシコククジラの個体群にとっての脅威は、石油ガス開発のみによって発生するのでもなく、サハリン地域に限定されているわけでもない。また、脅威は個別に発生するものではなく、むしろ累積する。すべてではないとしても、大部分のニシコククジラは１年の約半分を東アジアのいずれかの場所で過ごし、日本、北朝鮮、韓国及び中国のEEZ（排他的経済水域）内を通過する。これらのクジラの生息域全体における海洋資源の開発と利用（沖合の石油ガス開発を含むがそれに限定されない）には、ロシアならびに東アジア、北米、ヨーロッパの国々からの広範な投資と技術支援が関与している。

国際捕鯨委員会（IWC）や第３回世界自然保護会議といった主要な国際団体によるこれまでの分析と懸念の表明により、ニシコククジラとサハリン石油ガス開発の問題に真剣な関心が広く寄せられていることが明らかになった。群れ全体が１年間で必要とする食物のほとんどをロシアの排他的経済水域内で摂っているとみられることから、ロシアがニシコククジラ保護に重大な関わりを持っていることは明白である。しかしながら、その他の多くの国々も、ニシコククジラ個体群の運命を定める上で直接的な、及び潜在的に決定的となりうる役割を果たすことになるであろう。

このクジラの個体群を保護するためには、総合的で国際的な戦略（研究を含む）が不可欠である。委員会は石油ガス開発だけではなく、その他の個体群に対する脅威にも対処するための総合的な戦略の必要性を認識した。個体群モデリングの結果（VII章）は、ニシコククジラやその生息地に対する非常に小さな影響であっても、それが持続すれば個体群の絶滅を引き起こしかねないということを明らかにした。個々のプロジェクトの影響を許容可能と思われるレベルに抑えることができるとしても、累積された影響が個体数の回復を妨げる可能性があるため、１件の開発プロジェクトに対する影響評価を基にした断片的なアプローチでは、ニシコククジラ保護問題に適切に対処することはできないであろう。現在及び将来のすべての開発（石油ガス開発を含むがそれに限定されない）が、この生息地及びその地で採餌を行っているクジラに与える複合的影響に歯止めをかけることを目的とした、沿岸の採餌場の保護体制なしには、個体群の存続を保証することはできない。

総合的戦略の問題は委員会への委託事項に含まれないため、戦略策定の試みはなされなかったが、この報告書は少なくとも、独立の国際機関によるそのような戦略の開発及び監督のための部分的な基礎を提供する可能性がある。このような状況のもとで、IWCの科学委員会が行っているニシコククジラ個体群の状態に関する定期的な評価及び研究の必要性、ならびにロシアのコククジラ研究に関する戦略立案グループ及びIUCNの種の保存委員会におけるクジラ目専門グループが行っている、これらの問題についてのそれほど定期的ではないものの重要な検討について我々は注目し、推奨する。これらの団体は、国際的で独立した立場における強力な計画立案及び取り締まりを含む、総合的戦略のための基礎を提供する可能性がある。

